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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】
 平成23年６月29日に提出した第７期（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）有価証券報告書の記載事項の

一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため、有価証券報告書の訂正報告書を提出するものでありま

す。

　

２【訂正事項】
第一部　企業情報

第５　経理の状況

１　連結財務諸表等

(1）連結財務諸表

　注記事項

（関連当事者情報）　　
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３【訂正箇所】
　訂正箇所は＿＿＿線で示しております。

 第一部【企業情報】

　第５【経理の状況】

　１【連結財務諸表等】

　（1）【連結財務諸表】

　　　注記事項

　　　（関連当事者情報）

当連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

（訂正前）

１　関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

(ア) 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等

　　　　　（省略）

(イ) 連結財務諸表提出会社の役員及び個人主要株主(個人の場合に限る)等

種類
会社等の名

称又は氏名
所在地

資本金又は

出資金

(千円)

事業の内容

又は職業

議決権等の所

有(被所有)割

合(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(千円)
科目

期末残高

(千円)

　

（省略）

　　

個人主要株主

及びその近親

者が議決権の

過半数を所有

している会社

等

株式会社エ

デュケー

ションコン

サルタント

(注)１

東京都

中央区
10,000

経営コンサ

ルタント業

投資コンサ

ルタント業

― ―

資金の貸付

(注)４
―
長期貸付金

（注)６
300,000

受取利息

(注)４
― 未収入金 175

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）

　　　　（省略）

　　　　

      ６ 資金の貸付期末残高300,000千円のうち270,000千円は契約上は今井輝彦に対する貸付でありますが、実質的に 

         は同人を経由した㈱エデュケーションコンサルタントとの金銭消費貸借契約と認識しております。なお、同人 

         に対する貸付金の全額について貸倒引当金を設定しております。

      ７ 取引金額には消費税等が含まれておりません。

　

（2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

　　　　　（省略）

　

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

　　　　　（省略）
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（訂正後）

１　関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

(ア) 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等

　　　　　（省略）

(イ) 連結財務諸表提出会社の役員及び個人主要株主(個人の場合に限る)等

種類
会社等の名

称又は氏名
所在地

資本金又

は出資金

(千円)

事業の内容

又は職業

議決権等の所

有(被所有)割

合(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(千円)
科目

期末残高

(千円)

　

（省略）

　

個人主要株

主及びその

近親者が議

決権の過半

数を所有し

ている会社

等

株式会社エ

デュケー

ションコン

サルタント

(注)1

東京都

中央区
10,000

経営コンサ

ルタント業

投資コンサ

ルタント業

― ―

資金の貸付 ―
長期貸付金

（注)２
30,000

受取利息 ― 未収入金 175

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）

         （省略）

　

      ６ 取引金額には消費税等が含まれておりません。

　

（2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

　　　　　（省略）

　

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

　　　　　（省略）
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